立法政策論（2006年度春学期）
担当：柳瀬　昇
第5回　立法過程論の基礎（3）
1. 法律の制定過程

· 国会への提出

法律案は、衆議院または参議院に提出する。なお、予算関連法案は、衆議院先議とする先例がある。

· 本会議における趣旨説明
重要法案については、野党会派から本会議での趣旨説明要求が出されることがある。この場合、委員会への付託はできず、議院運営委員会が預かることになる（「吊るし」と呼ばれる）。議院運営委員会が認めた場合、本会議で趣旨説明を聴取し、それに対する質疑を行うことができる（国会法56条の2）。
特に緊急を要するものは、発議者または提出者の要求に基づき、議院の議決により、委員会の審査を省略することもまれにある（国会法56条2項但し書）。

· 委員会への付託

提出された法律案は、議長が所管の常任委員会または特別委員会に付託する。どの委員会に付託するかについては、議院運営委員会で協議される。
· 委員会における趣旨説明

法律案が委員会に付託されると、委員長が理事会を開き、その法律案の審査方法について協議する。委員会での審査は、提案者の趣旨説明、質疑、討論、採決の流れで行われる。委員会は、原則として、非公開である（国会法52条1項）。委員会には、委員会ごとに定例日が定められている。
まず、発議者または提出者（内閣提出法律案であれば、所管大臣）が趣旨説明を行う（「お経読み」と呼ばれる）。

· 委員会における質疑

会派ごとの質疑時間は、原則として、所属委員数に比例して決められ、大会派順に質疑する。

質疑は、内閣提出法律案については、国務大臣、内閣官房副長官、副大臣、大臣政務官等に対して行われる（国会法69条1項）。人事院総裁、内閣法制局長官、公正取引委員会委員長及び公害等調整委員会委員長は、政府特別補佐人として、両議院の議長の承認を得て、委員会等に出席することができる（2項）。行政の細目や技術的事項を答弁しなければならないときは、行政機関の職員は、あらかじめ委員会の決議により出頭を求められ、政府参考人として出席することができる（衆議院規則45条の3、参議院規則42条の3第1項）。議員提出法律案では、発議者である国会議員に対して行われる。
重要法案については、参考人質疑、公聴会の開催、委員派遣（いわゆる地方公聴会）を行うこともある。質疑を、総括質疑と一般質疑とに分け、別に集中審議を設けることもある。複数の委員会が一同に関して、連合審査会を開くこともある。
· 委員会における討論

質疑が終局すると、直ちに討論に入る。討論は、採決に入ることを前提に、会派を代表する理事または委員が、賛否を明らかにしたうえで自分の主張を述べる。
· 委員会における採決

討論が終局すると、直ちに採決に入る。委員会での採決は、原則として、起立採決であるが、あらかじめ理事会で各会派が賛成の意思を明確にしている場合などには、異議なし採決による。出席委員の過半数でこれを決する。

修正案が提出された場合には、まず修正案を諮り、これが可決された場合は、その修正部分を除く原案について諮る。

法律案の可決に際し、委員会として政府に対する要望を附帯決議として付することがある（決議された場合、書簡の国務大臣等が所信を述べることとなっている）。

· 本会議における委員長報告

委員会の審査が終わると、委員長から、審査の経緯と結果を記載した委員会報告書が議長に提出される。本会議では、委員長から、審査の経緯及び経過について報告が行われる。

委員会の議決については、あくまで本会議における審議の参考意見と考えられ、本会議にその可決を推奨するという形をとる。

本会議は、原則として、公開である（日本国憲法57条1項）。本会議には定例日が定められている（衆議院は、火、木、金曜日の午後1時、参議院は、月、水、金曜日の午前10時）。

· 本会議における質疑・討論

本会議での審議は、委員長報告の後、質疑、討論、採決の流れで行われる。実際には、質疑は省略され、討論も重要法案についてのみ行われることとされ、委員長報告の後、そのまま採決に移ることが多い。

· 本会議における採決

採決方法としては、起立による方法、記名投票による方法、異議の有無を諮る方法の3つのほかに、参議院では、押しボタン式投票による採決がある。
· 後議院での審議

甲議院で可決または修正議決された法律案は、その日のうちに、乙議院へ送付され、同様の手続をとる。甲議院で可決または修正議決された法律案が乙議院で修正議決されると、再び甲議院へ回付される。

参議院が衆議院の送付案を否決したとき、または、衆議院の回付案に同意せず、両院協議会を求めるものの衆議院が拒むときは、その法律案を衆議院に返付するものとする（国会法83条の2）。衆議院で可決し、参議院に送付されて異なった議決を受けた法律案は、衆議院の出席議員の3分の2以上の多数で再可決することができる（日本国憲法59条2項）
衆議院が参議院の回付案に同意しなかったとき、または参議院が衆議院の送付案を否決し及び衆議院の回付案に同意しなかったときは、衆議院は、両院協議会を求めることができる（国会法84条1項）。この場合、参議院は拒むことができない（国会法88条）。参議院先議の法律案の場合、参議院は、衆議院の回付案に同意しなかったときに限り、両院協議会を求めることができるが、衆議院は、この請求を拒むことができる（国会法84条2項）。

両院協議会が開かれた場合、出席協議会委員の3分の2以上で多数で議決された成案について、両議院で可決する（日本国憲法59条3項、国会法84条）。成案についての修正はできない（国会法93条2項）。
　　↓

· 法律の成立
· 天皇による公布
法律が成立すると、後議院の議長から、内閣を経由して天皇に奏上される（日本国憲法7条1号）。法律は、奏上された日から30日以内に、天皇によって公布される。
· 法律の施行

2．国会審議をめぐる諸問題

· 政府委員制度の廃止

かつては、各省庁の局長・審議官級の者が、国務大臣等に代わって、政府委員として国会に出席し、発言・答弁していた。この政府委員制度は、「国会審議の活性化及び政治主導の政策決定システムの確立に関する法律」により、1999年に廃止された。

政府委員制度が廃止された後も、行政運営の細目的、技術的事項について答弁できる者として、政府参考人が、あらかじめ委員会の議決を得て、出席し、答弁することが認められている。承知のたびに委員会の議決を要するが、従来、説明員として出席していた課長級の者も、政府参考人として出席できるようになった。
· 国対政治の弊害
審議のスケジュールなど、議院の具体的な議事の運営に関する事項を決定しているのは、議院運営委員会という委員会であるが、実質的に決定しているのは各党の国会対策委員会間での協議である（国対政治）。議院外の機関である国会対策委員会間の協議で議院の議事運営に関する事項が実質的に決まるということは、議院の自律を害し、また、交渉過程が不透明になるという弊害がある。さらに、国対で事前に妥協が図られるため、国会審議が形骸化するなどの問題がある。
· 党議拘束

政党が議案に対する態度を決定し、所属議員に対して政党の決定を遵守することを求めることを党議拘束という。国会審議の活性化のために、党議拘束を撤廃すべきであるという見解がある。たしかに、議院外の機関である政党（会派ではなく）が、議院の議員での行動に対して拘束力をもつ決定するという点は問題である。しかし、クロスヴォーティングが常態化するようであれば、そもそも会派の存在意義がない。党議拘束をいかにかけるかについては、さまざまな工夫が考えられる。
· 野党の議事妨害（与党の審議強行）

与党はよりスムーズに政府提出法律案を成立させようとする一方、野党はその成立を妨げようと努める。そのような与野党の攻防は、特に会期末に顕著である（スケジュール闘争）。野党の抵抗により法律案の審議が停滞した場合、与党は融和的な態度を示すか、妥協の余地のない重要法律案については、審議を強行することがある。この場合、野党は、内閣不信任決議案や、大臣や議長、委員長等の不信任・問責・解任決議案を濫発したり、フィリバスターなどの合法的な方法のほかに、牛歩などの物理的な手段を講ずることもある。このような議会政の病理については、与党・野党だけでなく、報道機関や国民にもその責任があろう。
3．国会の機能

· 実態として、法律案に対する各議員の態度は、政党内部で決まっており、国会審議はそれを確認するだけの場となっており、また、議員提出法律案が低調であるとともに、内閣提出法律案の多くが無修正のまま成立することなどから、国会無能論が主張されるといわれる。それに対して、M. モチヅキ（viscosity説）や曽根・岩井（障害物競走モデル）らによって国会機能論が主張される。

· N. W. ポルスビーは、議会を変換議会とアリーナ議会という2類型を提唱するが、これは、統治機構を議会と政府のどちらに据えるかという問題と符合する。
· いずれにせよ、議会の正当化機能はきわめて重要なものであるということと、議会が討議の場であるということは、改めて認識される必要がある。

立法政策論　第5回課題
受講者が関心をもっている具体的な政策分野について、立法の現状と課題を調査し、概括的に説明する。
下記の要領で、（1）レジュメ（A4で2枚とする）と（2）参考資料（枚数は問わない）を提出する（授業時間中に発表を行うか否かを問わず、全グループに提出が求められる）。ワーキンググループごとに、レジュメ1部及び参考資料1冊を提出すれば足りる（各メンバーが同一のものをそれぞれ提出することは要しない）。
第6回「わが国の法制度の諸相」について（予告）（再掲）
· 第6回（5月15日）では、ワーキンググループに対して、受講者が関心をもっている具体的な政策分野について、立法の現状と課題を調査し、概括的に説明することを求める。グループごとに、簡潔なレジュメと参考資料を提出されたい。

· ワーキンググループの人数は、1人以上4人以下であれば自由とする。

· 授業時間中の発表そのものは任意であり、発表しないグループを不利に扱うことはない。

· グループごとに、レジュメ（A4で2枚とする）と参考資料（枚数は問わない）を提出する。それぞれに、グループの構成員の指名・学籍・ログイン名を記載しなければならない。なお、発表そのものは任意であるが、レジュメと参考資料の提出は全グループに求める。

· 研究内容とグループの構成については（授業時間内での発表を希望する学生は、その旨も）、5月8日提出の第4回の課題に記載されたい。

· 発表するグループの代表者は、5月14日15時までに、レジュメの原稿（A4で2枚に限る）を指定されたメールアドレス宛てに添付して送信する（ファイル形式は、PDF文書またはWord文書とする）。

· 発表の有無にかかわらず、各グループの代表者は、レジュメ1部と参考資料1冊を、当日に提出する。

· 授業時間中の発表は、各グループそれぞれ10分以内とする。

· 発表に対して、他の受講者や授業担当者がコメントする。

· 第11回にも調査報告・発表を求めるが、その際の課題は、「受講者の関心をもった政策分野についての具体的な政策提言」である。ワーキンググループや取り組む政策課題は、第6回と第11回とで変更してもよい（また、同様に、最終レポートの内容とも一致させる必要はない）。
立法政策論　第5回課題提出用紙
	学籍番号
	

	

	学籍
	

	

	氏名
	

	

	電子メールアドレス
	


4

